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（２）「所見」は、外部評価委員会の意見を総括して記載したものです。

１　朝霞市外部評価委員会の所見に関する検討結果の見方について

（１）
本資料は、令和２年度に作成した「朝霞市外部評価委員会報告書」に基づき、各課にお
いて検討した結果について取りまとめたものです。
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き事
項

№ 外部評価委員会からの所見 所管課 次年度以降施策に反映させる内容又は今後の方向性等

1
道路行政の仕組みと制約条件を説明した市民
にも分かりやすい資料を調製し、市民に周知
する手段を工夫してほしい。

道路整備課

　道路行政やその施策等について、第5次朝霞市総合計画に掲載し
ており、ホームページにて閲覧することができます。
　また、令和元年6月に「道路整備基本計画」の見直しを行い、道路
の拡幅計画等についてを分かりやすく掲載しており、こちらもホーム
ページにおいて閲覧することができます。

2
道路用地を取得する段階でセットバックなどの
対策ができるように工夫してほしい。

道路整備課

　市が強制的に道路用地を取得することは、私権の制限を伴うことか
ら、今後におきましても、対象地の建替えや開発行為などの情報を
収集し、沿道地権者の皆様に整備の必要性を十分御理解いただき
ながら、用地取得を進めていきます。

3
国道、県道、市道の指定の現状を示す路線地
図をＨＰに掲載してはどうか。

道路整備課
　ホームページ内の「道路整備基本計画」の資料の中に市道・国県
道が分かる地図があります。

4

（誰もが歩きやすい歩道の整備や生活道路の
安全確保について）市民満足度が低い。情報
提供について工夫が必要である。市が対応で
きることとできないことについて、かみ砕いて具
体的に市民に伝わるように情報提供してほし
い。

まちづくり推進課

道路整備課

【まちづくり推進課】
　市では「市への意見・要望」に寄せられた歩道整備や交通安全対
策に関する回答をホームページに掲載しているところです。
　歩道整備や交通安全対策に関して、対応の可否などの具体的な情
報提供の方法については、他市の事例等を調査研究したいと考えて
います。
【道路整備課】
　「道路整備基本計画」において、道路の拡幅計画や市で行わなけ
ればならない事項などについて分かりやすく掲載しており、ホーム
ページにおいて閲覧することができます。

5
利便性向上やまちの活性化のため、朝霞台駅
及び北朝霞駅駅上の活用とエレベーター設置
を進めてほしい。

まちづくり推進課

　朝霞台駅、北朝霞駅の連絡通路の設置等について、これまで東武
東上線沿線の７市１町で構成する「東武東上線改善対策協議会」及
びＪＲ武蔵野線沿線８市で構成する「武蔵野線旅客輸送改善対策協
議会」を通じて、毎年要望を行っています。
　このうち朝霞台駅については、１日約１６万２千人の利用者がおり、
東武鉄道からは、今後、駅舎の老朽化に伴う全面的な建替工事を実
施する際に、エレベーターやホームドアの設置、並びに施設全体の
バリアフリー化にも対応していきたいとの回答をいただいています。
　市といたしましては、早期設置の実現について、引き続き要望して
いきます。

【安全・安心なまち】に係わる所見に関する検討結果
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№ 外部評価委員会からの所見 所管課 次年度以降施策に反映させる内容又は今後の方向性等

1
紙媒体だけでは、いざというときにハザード
マップを確認できないことがある。ＨＰで見られ
ることはよいと思う。

危機管理室

　ハザードマップについては、埼玉県が管理する河川の浸水想定区
域が見直されたことを受け、今年度中の改定に向けた作業を行って
いるところです。
　作成にあたっては、紙媒体のハザードマップを作成するとともに、Ｈ
Ｐでより分かりやすく浸水想定区域等が確認できるＷｅｂハザードマッ
プを合わせて作成します。
　今後におきましても、ハザードマップの周知・啓発に努めます。

2
ハザードマップの対象地域に居住されている
高齢者が早めに避難できるような仕組みを工
夫すべき。

危機管理室

長寿はつらつ課

　ハザードマップの対象地域に居住されている高齢者等の避難行動
要支援者への支援につきましては、台風や豪雨時に避難行動要支
援者や自主防災組織、民生委員児童委員協議会等の避難支援者が
時間的余裕をもって避難行動ができるよう、熊谷気象台等から積極
的に情報を収集し、迅速に避難情報を発令したいと考えています。
　また、田島及び内間木地域にお住まいの方が避難する場合に、指
定避難所である第二小学校や宮戸市民センターまでの距離が遠い
ことから、一時避難場所として内間木公民館を活用できるよう、運用
の見直しを行ったところです。
　今後におきましても、ハザードマップの対象地域に限らず、避難行
動要支援者への支援を推進できるよう、避難支援者や関係部署との
連携を進めてまいります。

3

高齢者はすぐに逃げられない。防災無線が聞
こえづらかったり、電話も難しかったりする。高
齢者への情報提供のあり方と対策を検討する
べきである。

危機管理室

長寿はつらつ課

　災害時における情報提供につきましては、現在、災害時における情
報伝達手段として、①防災行政無線のほか、②市ホームページ、③
Facebook、④Twitter、⑤メール配信サービス、⑥緊急速報メール、
⑦NHKやテレ玉のデータ放送、⑧広報車、⑨ Yahoo!防災、⑩防災行
政無線音声確認ダイヤルの１０通りあります。
　市といたしましては、現在、風水害時には防災行政無線が聞こえづ
らいとの意見もあることから、メール配信サービスやYahoo!防災への
登録をお願いしているところです。
　しかしながら、高齢者の中には、携帯電話の扱いに不慣れな方もお
られることから、災害時においては、御自宅の電話で確認できる「防
災行無線音声確認ダイヤル」をご活用いただけるよう、今後におきま
しても、自主防災組織や関連部署の協力を得ながら周知・啓発に努
めます。

4

朝霞市避難行動要支援者台帳に登録している
にもかかわらず、有事に連絡がこない方がい
た。ルールを定め、支援できる体制を整えるべ
きである。

危機管理室

　避難行動要支援者台帳に登録されている方への具体的な支援に
つきましては、支援を必要とされる方と支援をする方との、日頃から
の顔の見える関係づくりを行い、それぞれに合った支援方法を定め
ていくことが必要であると考えています。
　今後、各地域における自治会・町内会、民生委員児童委員、消防
団及び庁内関係部署において、まずは風水害時における被害想定
が大きい内間木地域から協議を進めたいと考えています。

5
防災についてのボランティアを募ってみてはど
うか。

危機管理室

　防災に関するボランティアについては、市内に居住し、防災士の資
格を有している方で、自治会等の自主防災活動に協力いただける方
を「地域防災アドバイザー」として委嘱し、自治会・町内会の自主防災
組織結成促進や既存の自主防災組織の活性化、市が実施する防災
訓練等への助言及び支援等を行っていただいています。
　今後におきましても、「地域防災アドバイザー」を活用し、地域防災
力の向上につなげていきます。

6
浸水想定区域だということがわかるように、該
当区域のまち中に表示をすべき。

危機管理室

　市内の電柱等への浸水想定表示につきましては、平成３１年４月に
東電タウンプランニング㈱と電柱広告を掲載する際に事業者の協力
を得て、広告の一部スペースに浸水想定深、避難場所等の防災情
報を掲載できるようにする　「地域貢献型広告に関する協定」を締結
しました。
　現状ではこの制度を利用した実績はありませんが、引き続き制度
の周知に努めます。

7
緑の確保と防災の観点から、公園がないエリ
アに公園をつくる努力をしてほしい。

みどり公園課
　みどりの基本計画に基づき、公園が偏在している状況を改善する
ため、公園不足地域において利用可能な樹林地、生産緑地、遊休地
等の借地化・公有地化を検討するなど公園整備に努めます。

8
公共施設及び水道管の老朽化については、計
画的に対応していると承知しているが、その概
要を市民に周知してほしい。

水道施設課

下水道課

【水道施設課】
　昭和40年代後半から50年代にかけて、急速に宅地化される中で水
道管もかなりの延長量が布設され、これらの管が近年、耐用年数を
経過するため、今後、老朽管が増加する状況となります。このため、
「朝霞市水道事業基本計画」に基づき、布設年度が古く比較的強度
が低い塩化ビニール管などを抽出し、優先的に更新工事を進めてい
ます。市民の方への周知につきましては、引き続き「朝霞市水道事業
基本計画」及び「水道工事のお知らせ」を市ホームページに掲載する
など実施していきます。
【下水道課】
　下水道については、下水道ストックマネジメント計画をホームページ
に掲載していますが、今後は概要の掲載等、市民の方々が分かりや
すい情報発信に努めたいと考えています。

9
心身の障害をお持ちの方への就労支援を充
実させてほしい。

障害福祉課

　引き続き、はあとぴあ障害者就労支援センターにおいて、就労に関
する相談や就職準備、職場定着支援を実施するとともに、ハロー
ワーク等の関係機関とも連携を図り、障害のある人の就労先となる
事業所の情報などを共有し、支援の充実に努めてまいります。
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1

母子の健康を保健師が把握するために保健セ
ンター内の子育て世代包括支援センターで母
子手帳を交付しているが、北朝霞方面に住ん
でいる市民も利用しやすいように工夫すべき。

健康づくり課
　北朝霞方面への子育て世代包括支援センター開所については、検
討していますが、設置可能な施設がなく、開所に至っていません。引
き続き北朝霞方面への開所については、検討していきます。

1
教員の研修をさらに深め、教員の質を高めら
れるように期待している。

教育指導課

　朝霞市では、研究開発助成事業により、２箇年ごとに、小・中学校
の研究開発を助成するとともに、主任研修会、教育研究奨励費受給
者研修会、あさか教師塾等において、教職員の専門性を高め、指導
力の向上を図っています。

2

子どもの通学路に防犯カメラを設置することの
有効性は各地でも確認されている。少しずつで
も通学路に朝霞市で防犯カメラを設置、管理で
きるように他市の状況、効果を研究しつつ検討
を進めてほしい。

危機管理室

　通学路を含む市内の防犯カメラについては、住民自治による防犯
活動を推進しており、防犯カメラの設置については、自治会・町内会
等が地域の実情に応じて設置する場合に、その設置費用に対し補助
制度により支援しています。
　今後におきましても、防犯のまちづくりを推進するため、地域の実情
に即した防犯対策の推進に努めます。

3
感染症の現状等を踏まえ、教育環境を整えら
れるように対策を進めてほしい。

教育総務課
　令和２年度においては、国の補助金等を活用し、消毒用品の購入
支援等の新型コロナウィルス感染症の対応を行いました。今後につ
きましても、予算を確保して、感染症対策に努めます。

4

今後もいつ感染症等の疾病が流行するかわか
らない。朝霞市の教育が遅れないように準備を
進めてほしい。タブレット端末等が生徒全員に
行き届くように進めてほしい。

教育総務課

　児童生徒に対するタブレット端末等の整備につきましては、現在、
整備を行っており、令和３年３月中に児童生徒一人１台のタブレット
端末の整備が完了する予定です。今後につきましては、学習におい
て、どのように活用するかが課題となりますので、教職員への研修等
を進めていきます。

5

全国大会を目指す教師が赴任するだけで部活
動が強くなった例がある。よい指導者に出会う
ことは、子どもにとってとても重要なことであ
る。生徒が自分から指導者と出会えるような仕
組みがあるとよい。

教育指導課

　朝霞市では、生徒一人ひとりに「生きる力」を育み、各中学校が魅
力ある学校づくりを推進するため「中学校自由選択制」を導入してい
ます。生徒自らが、部活動等含め、学校の特色に応じて、学校を選択
することができるようになっています。また、各学校では、地域の様々
な技能や経験を有する人材を取り入れ、より充実した教育活動を推
進しています。

6
虐待は増加の傾向を示している。引き続き関
係機関と連携し、啓発や対策を進めてほしい。

こども未来課

　子どもを守る地域ネットワーク機能として、児童相談所をはじめとす
る関係機関で構成する「要保護児童対策地域協議会」を設置し、子
どもの見守りや支援など連携した対応を行っています。また、児童虐
待予防に関する取り組みとしましては、日頃より、広報やホームペー
ジを活用して児童虐待防止の啓発を行うとともに、毎年１１月には国
で定める「児童虐待防止推進月間」の趣旨に沿い、市内全域にポス
ターを掲示したり、市民向けにセミナーを開催したりするなどしてお
り、引き続き啓発に努めていきます。

7
学校運営協議会は全校に設置し、家庭や地域
と連携を密にしてほしい。

教育管理課

　学校運営協議会は、コミュニティ・スクールの中心となる組織であ
り、地域・保護者・学校が、その地域の子ども達を育む当事者として
熟議を重ね、そこから生まれた共通の目標・ビジョンを具現化するた
めの学校づくりについて更なる熟議が行われる。そのような組織であ
ると考えています。
　そのため、法改正に合わせて全校一斉に学校運営協議会を設置す
るのではなく、取り組むことが可能であると意向を示した学校から設
置を決定しています。
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1

地域の実態把握、自治会の問題が行政に取り
上げられるというシステムが機能していないの
ではないか。時代の変化を踏まえ、インター
ネットベースの地域コミュニティについての検
討を始めてほしい。

地域づくり支援課

　自治会・町内会において、防災・防犯活動をはじめ、環境美化活
動、親睦活動などが広く実施されているほか、自治会連合会と市で
意見交換の場を設けるなど、市民や地域の状況などは一定程度把
握できているものと考えています。
　今後におきましては、インターネットやSNS等の活用などについて、
自治会連合会を通じて、各自治会・町内会の現状や意向の把握に努
めます。

2
公民館等の空きスペースを自習スペースとして
利用促進してほしい。

地域づくり支援課

中央公民館

　根岸台、膝折市民センターでは、ロビーに誰でも机とイスを設置し、
地域の方たちの憩いの場として、誰でも利用できるようにしていま
す。自習スペースとしても利用いただけますので、引き続き利用者に
ご案内していきます。
　公民館では施設の規模により異なりますが、ロビーにテーブルと椅
子を設置しており、どなたでもご利用いただけるフリースペースとして
います。現在は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から自習に
ついてはお断りしていますが、新型コロナウイルスの感染拡大が終
息後は従前どおりご利用いただく予定です。

3
全体的に言えることだが、市民満足度の点数
を踏まえ、内部評価の点数を上げてもよい。

政策企画課

　内部評価では事業の実施目標が達成できなかった等の理由から評
価が低い一方で、実際の事業等を通じて市民の満足度は高いなど、
必ずしも同じ目線での評価ではないことが差が生じる要因と思われ
ますが、頂いた意見を踏まえ、 評価の方法につきましては、後期基
本計画の実施に併せて改善して参りたいと考えています。

4
公民館、図書館、博物館等の連携について、
どのような成果が出るか期待している。

地域づくり支援課

文化財課

中央公民館

図書館

　市民環境部所管の施設であるコミュニティセンター、市民センター、
市民会館については、設置目的等の相違もあることから、生涯学習
施設との直接的な連携はありません。引き続き、生涯学習施設・市民
会館等が相互に主催事業のポスター掲示やパンフレット配布等によ
る情報発信等により情報共有をとおして、可能な限り連携を図ってい
きたいと考えています。
　教育委員会では、公民館、図書館、博物館がより多くの市民に利用
されるよう施設利用の効率化を図っています。また、生涯学習･ス
ポーツ課を含め、各課・館が実施予定事業の情報や、実施事業の評
価について、情報交換を行い情報の共有化を図ることをとおして連携
を図っています。各館の主催事業については、事業目的等によって
は連携を図る場合があります。現在のところ、当初より各館等の連携
を想定した事業の予定はありませんが、各課･館の専門性を活用し
て、施設相互が連携した事業を実施することは可能であると思いま
す。この視点を踏まえ、引き続き、市民のニーズ把握をしつつ、考え
てみたいと思います。

5 ＮＰＯとの連携の強化を図ってほしい。 地域づくり支援課
　ＮＰＯ法人の新設や事業実施に係る経費への補助金交付のほか、
市民活動団体の連携や交流を目的とした「市民活動団体交流会」を
実施しています。今後も、団体との連携を図ってまいります。

6

（多文化共生の考えのもと、お互いを理解しあ
うためのコミュニケーションの促進について）市
民満足度の点数を踏まえ、引き続き施策を推
進してほしい。

人権庶務課

地域づくり支援課

　多文化共生においては、お互いの人権を尊重し、それぞれの文化
や生活習慣について積極的に理解することが重要です。
　日本語によるコミュニケーションが難しい外国人市民もいることか
ら、市が発信する情報の多言語化に努めるとともに、外国文化の紹
介やできるだけわかりやすい日本語を使用する「やさしい日本語」な
どの周知に取り組んでいきます。

7
公共交通空白地区の改善について、積極的に
取り組んでほしい。また、市民に分かりやすく
周知してほしい。

まちづくり推進課

　市では、令和元年７月から地域公共交通協議会を設置し、地域特
性に応じた効果的かつ持続可能な「地域公共交通計画」の策定を進
めているところです。
　この計画では、地域公共交通体系の実現に向けた施策として、公
共交通空白地区を改善するとともに、市内の面的な交通ネットワーク
を構築することとしています。
　公共交通空白地区の対応方針として協議会の了承をいただいてお
り、地域住民と協力して具体的な運行計画を検討することとしていま
す。

8
高齢者が移動しやすくなるような、施策を推進
してほしい。

まちづくり推進課

　市では、令和元年７月から地域公共交通協議会を設置し、地域特
性に応じた効果的かつ持続可能な「地域公共交通計画」の策定を進
めているところです。
　本市においては、道路幅員が狭いなどの理由からバスの運行が難
しい公共交通空白地区の改善が喫緊の課題と考えており、先ずは公
共交通空白地区において小型車両等による新たな地域公共交通の
導入を進め、市内の面的な公共交通ネットワークの形成に努めま
す。
　また、バス停までの移動が困難な高齢者等の交通弱者の移動手段
の確保については、福祉部局と連携しながら誰もが快適に移動でき
る地域公共交通体系の実現を目指します。

【つながりのある元気なまち】に係わる所見に関する検討結果
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№ 外部評価委員会からの所見 所管課 次年度以降施策に反映させる内容又は今後の方向性等

1
健康寿命の延伸を施策の目標として積極的に
掲げてほしい。

長寿はつらつ課

健康づくり課

【長寿はつらつ課】
　身体機能の低下や、要介護状態になることを予防する取組を継続
することで、健康寿命の延伸を図り、元気高齢者が増えていくことを
目指します。
【健康づくり課】
　健康増進に関するイベントや教室などの情報を積極的に発信し、健
康寿命の延伸に向け取り組んでいきます。

2
検診について啓発を行っているということだ
が、受診率が上がることを期待している。

健康づくり課
　がん検診を定期的に受診することの重要性を周知啓発し、がんの
早期発見、早期治療へと繋がるようホームページ、広報などを活用し
受診率の向上に取り組んでいきます。

3

商店街に対する財政支援をしてもあまり状況
が変わっていない。商店街の支援の在り方に
ついて、思い切った決断をすべき。事業者がど
う応えるかも重要である。

産業振興課

  現在商店会への財政支援の一つである「商店街活性化推進補助
金」では、商店会独自のイベントや取り組みに対し支援しており、各
商店会の活性化のため、この補助金を有効に活用して頂きたいと考
えています。
  今年は、コロナ禍で事業者が深刻な状況にあり、経済活動と市民生
活を両立することが急務となっていることから、朝霞駅前商店会を中
心に周りの商店会や町内会、市内の活動家などが協力して１０月下
旬に新たな取り組みである「アサカストリートテラス」を開催しました。
これは国土交通省がコロナ感染予防の観点から道路占用許可の緊
急措置を示したことを受け、駅前通りを車両通行止めにしてテラス営
業を初めて行ったもので、この事業も当初は市の活性化補助金を活
用する予定でした。（その後国のGoTo商店街事業に採択されたため
本補助金は不要となりました）
  このイベントの実施により店舗同士や来店客との絆が強まったとの
声も多くあり、効果が大きかったものと考えており、今後も商店会の
新しい取り組みを市としても促していきます。

4
経済環境は時代により大きく変化するので、引
き続き起業家や中小企業への支援に努めてほ
しい。

産業振興課

　市では、「起業家育成支援融資制度」や「中小企業融資制度」及び
これらの融資制度利用者に対する利子補給制度などを実施していま
す。
　また、市内中小企業者が新型コロナウイルス感染症の影響を大きく
受けていることを鑑み、令和２年１月から同年１２月までのいずれか１
か月の売り上げが前年の同じ月の売り上げと比較して２０パーセント
以上減少している中小企業、小規模事業者及び個人事業主の方に
一律１０万円を支給する「中小・小規模企業者支援金」や、令和２年２
月から同年１０月までに持ち帰り（テイクアウト）または宅配（デリバ
リー）を新たに始めた市内飲食業の方に一律５万円を支給する「持ち
帰り・宅配サービス導入奨励金」を実施するとともに、市の融資制度
利用者に対する利子補給について、令和２年１月から１２月に返済し
た利息については１００パーセント補給する（例年は７分の４）としてい
ます。
　今後につきましても、経済環境を注視しつつ、起業家や中小企業へ
の支援に努めます。
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重視
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項

№ 外部評価委員会からの所見 所管課 次年度以降施策に反映させる内容又は今後の方向性等

1
子どもと高齢者が自然に交流できる場としての
公園の活用方法について工夫してほしい。

みどり公園課

　公園は幅広い年齢層の方々が自然との触れ合い、レクレーション、
運動、健康づくりなど様々な目的でご利用いただいています。市民に
愛される公園を目指し、市民参加を進め、地域とともに公園を育てて
いきます。

2

ボール遊びができる公園から遠い場所に住む
子どもが、学校の校庭を利用できるように、該
当の学校現場と協議して前向きな取り組みを
検討し、広く周知してほしい。

みどり公園課

教育管理課

【みどり公園課】
　ボール遊びができる公園は、近隣にお住まいの方をはじめ、自治
会・町内会、地域住民の皆さまと意見交換を行うなど、市民の意見を
取り入れながら検討したいと考えています。
【教育管理課】
　社会教育、その他公共のために市内の学校を教育活動に支障の
ない範囲でお貸ししています。
　それ以外の使用については、防犯等の課題もあるため利用はでき
ないこととなっています。

4
引き続き典型７公害に関する苦情を解決でき
るように努めてほしい。

環境推進課

　公害に関する苦情が寄せられた場合は、公害発生場所及び公害
の状況を聴取して、公害発生源である事業所等に対し、苦情内容を
伝えるとともに指導等をしています。
　今後につきましても、市民等の生活環境の保全のため、解決に向
けた指導等に努めます。

5
低炭素についての朝霞市の取組は評価してい
るが、さらに踏み込んで啓発活動に力を入れ
てほしい。

環境推進課

　本市では、太陽光発電設備、家庭用燃料電池、蓄電池及び雨水貯
留槽設置費の一部を補助する「省エネ・創エネ設備設置費補助制
度」を設け、低炭素社会への取組を実施しています。
　今後につきましても、この補助制度を広く市民等に啓発するため、
広報、ホームページの他、ツイッター等SNSを活用した啓発活動に努
めます。

6
市内の緑地がどれくらい炭素の低減に寄与す
るか、具体的な成果が見えるような情報発信
に努めてほしい。

環境推進課

　森林や公園等の緑地には、温室効果ガスである二酸化炭素を吸収
し、大気中の濃度を低下させる効果があります。環境保全などの取
組に関する情報発信については、具体的な成果が見えるような形で
の提供に努めます。

【自然・環境に恵まれたまち】に係わる所見に関する検討結果

◆
自
然
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【まちづくり推進課】
　平成２７年１０月に策定した朝霞市景観計画では、景観づくりの基
本理念を「景観づくりから始める選ばれるまち朝霞」と位置づけてお
り、この計画に基づいて各種施策を推進しています。
　本市のシンボルとなる景観づくりを先導的に進める必要がある地区
として、シンボルロード周辺エリアを令和２年４月に「景観づくり重点
地区」に指定し、ユニバーサルデザインとグリーンインフラの考え方を
取り入れ、広場や歩道のところどころにベンチ２８基の休憩施設を配
置するなど、緑豊かなにぎわいの創出の拠点として、新たに３０ｍ幅
の緑の歩行空間を提供することができました。
　今後においても、景観計画の推進に向けて、黒目川沿川エリアにお
いて景観づくり重点地区の指定に向けた検討を進めるなど、地域資
源を生かした朝霞ならではの良好な景観の形成に向けて、市民、事
業者、行政の連携、協働による景観づくりを進めていきます。
【みどり公園課】
　緑と水辺は、水と緑の豊かな景観の形成、歴史や文化を伝える郷
土景観の形成に寄与します。朝霞市景観計画と調和を保ちつつ、み
どりの基本計画に掲げる緑の将来像である「彩りあふれる　みどりの
朝霞」を実現していくため、本市の持つ、緑と水辺の特徴を生かした
景観づくりに取り組んでいきます。

まちづくり推進課

みどり公園課

景観づくりについては、具体的にどのような戦
略で進めるか、具体的成果をどう設定するの
かという問題意識を持っていただきたい。

3
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№ 外部評価委員会からの所見 所管課 次年度以降施策に反映させる内容又は今後の方向性等

1

朝霞市の郷土芸能や年中行事等について、市
民が触れる機会が増えるとよい。博物館等で
の活動を続けていくとともに、人が集まるイベ
ントなどで、ＰＲをしてはどうか。

文化財課

　市内で行われる代表的な郷土芸能には、「溝沼の獅子舞」「根岸野
謡」などがあります。溝沼の獅子舞については4月、10月の年2回開
催、根岸野謡については市民芸能まつりや旧高橋家住宅の収穫祭
など、機会を捉えて上演しております。どちらも開催時には文化財課
で広報あさか、市ホームページなどのほか、ポスターを作成し市内掲
示板を通して案内をしています。また、博物館のエントランスで映像を
上映するなど、周知に努めております。人が集まるイベントなどにお
きましては、機会があればＰＲします。

2
学校と連携し、生徒だけではなく、親子で博物
館等へ行くプログラムをつくってはどうか。

文化財課

　博物館では、博物館体験教室や夏休み体験学習を開催しており、
こちらは講座の内容によっては、親子で参加できるものもあります。
また、夏休みのワークショップについては、特に規制をかけておりま
せんので、親子で絵を描いている様子なども見受けられます。

3
「むさしのフロントあさか」を他の市と区別し、朝
霞市をＰＲするために積極的に利用し、市民と
共有し、成果を上げていただきたい。

シティ・プロモー
ション課

　市民の方の中には「むさしのフロントあさか」の言葉を聞いたことは
あっても、ロゴマークを目にしたことがなかったり意味までは知らない
という方もいらっしゃいますので、まずは市民の皆さんと共有できるよ
うに努め、同時に「むさしのフロントあさか」を市の施策等と関連付け
ながら他市との差別化を図っていきます。

◆
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№ 外部評価委員会からの所見 所管課 次年度以降施策に反映させる内容又は今後の方向性等

1
市民自らが他市の方へ朝霞市をＰＲしたくなる
ような情報提供ができる仕掛けを工夫し、市民
に周知してほしい。

シティ・プロ
モーション課

　まずは市への愛着や誇りを持って初めて他市へ自分のまちをＰＲし
たくなるものだと考えられますので、市民の方々の愛着の醸成に努
めながら、同時に情報提供の仕掛けづくりそのものについても、市民
の方々と協力しながら進めていきます。

2

朝霞市は、広報誌、ＨＰ、ＳＮＳ等で、情報発信
を十分にしているし、情報発信の内容も工夫し
ていると思うが、受け手の側も自分で広報誌に
目を通したり、ＨＰを見たりする必要がある。

シティ・プロ
モーション課

　広報あさかや市ホームページをはじめ、様々な広報媒体において、
情報発信を行っており、引き続きそれぞれの媒体にあった形での情
報発信を行い、受け手側が情報を取りやすくするよう努めます。
　また、受け手側の情報収集手段が多様化してきていることから、そ
れぞれの媒体にふさわしい情報発信を行い、見ていただけるよう心
掛けていきます。

3
受け手側が情報を受信しないと、発信していな
いのと同じことになってしまうので、受け手の立
場に立った情報発信をしてほしい。

シティ・プロ
モーション課

　広報あさかを各家庭に全戸配布しており、市政の情報を届けること
に努めております。広報あさかを少しでも読みやすくなるよう編集して
いますが、引き続き読み手の立場に立った編集に心掛けます。
　また、ＳＮＳやメール配信でも情報発信していますので、少しでも登
録者や利用者が増えるよう周知していきます。

4

ＳＮＳなどで普段目にする情報の大部分はコ
マーシャル、つまり商業的に発信しているもの
である。しかし、行政が発信する情報はそれと
は異なり、暮らしそのものでる。自分が暮らし
ていく上で必要な行政情報への接し方につい
て、住民側の認識が不足しているし、市側も対
応できていない。

シティ・プロ
モーション課

　情報ツールが多様化してきている中、特定のツールでのみ情報発
信するのではなく、それぞれのツールの特徴を活かしながら、情報発
信しております。行政の情報は、どれも重要であり、様々な媒体に情
報発信を行い、市民の皆様がよく使う、使いやすい媒体から収集でき
るようにしています。
　ＳＮＳやメール配信サービスでの情報発信方法をご存じでない方も
少なからずいることから、引き続き広報あさかや市ホームページなど
でご案内していきます。

5

住民同士の付き合いが希薄になる中、行政が
どのようにカバーしていくかが求められてい
る。自分の暮らしにとって、行政がどうあるべき
か、どう役立てるかを、住民へ問いかける仕組
みが必要。

政策企画課

市政情報課

　市では、総合計画の策定過程における分野別懇談会をはじめとし
て、市民と職員とで行政のあり方について意見交換を行う機会を設
けてきました。これ以外にも、例えば、地域福祉をはじめ、市民参画
や協働など、特定のテーマを設け市民と職員との意見交換を行って
おりますが、今後も様々なテーマで対話できる機会を増やし、行政の
あり方を考える機会の充実を図ります。
　また、直接の対話の形式だけに捉われず、市政モニターをはじめと
する市の様々な広聴の手法を活用します。

【市民参画・協働　行財政】に係わる所見に関する検討結果
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1

ＩＣＴについて、行政は社会に遅れをとってい
る。住民にとって、朝霞市で暮らすことが効率
的で安全であると考えていただくために、ＩＣＴ
サービスの推進の波に遅れをとらず、県と一
緒に積極的に取り組んでいただきたい。

政策企画課

財産管理課

　市民サービスの向上を図り暮らしやすいまちにしていくため、市で
は、県の市町村電子申請・届出サービスのプラットフォームを活用
し、住民票の写しの請求や水道の使用開始届、一般家庭の粗大ごみ
の収集依頼など、３７の行政手続について、インターネットを利用して
自宅のパソコンやスマートフォンから２４時間申請・届出していただけ
るようにしています。
　また、県及び県内市町村が参加している埼玉県スマート自治体推
進会議において、情報通信やシステムの活用手法に関して研究協議
を行っており、システムの共同利用等についても議論されるなど、今
後も県と連携を図りながら、ＩＣＴの活用や推進に向けて取り組んでい
きます。

2 デジタルに負けない人づくりが必要である。 職員課

　職員のＩＴに関する能力については、新規採用職員研修で、電算シ
ステムや情報セキュリティに関する研修を実施するとともに、必要に
応じて担当者向けの研修を実施することで、知識やスキルの習得を
図っています。
　今後においても、時代の変化やニーズに対応するため、ＩＴを活用
する能力の向上に努めていきます。

3
ＩＣＴについて、取り組めることから順次進めて
いく必要がある。

政策企画課

財産管理課

　ＩＣＴの活用については、取り組めることから順次対応を進めている
状況です。例えば、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に
よる新しい生活様式に対応するため、リモートでの会議参加を可能に
できるよう、ICT機器を導入しました。
　今後も引き続き、ＩＣＴに関する国や県の動向を注視しながら、セ
キュリティに配慮しつつ、インターネット環境の利用や職員端末の有
効活用など、ＩＣＴの活用や推進に向けて取り組んでいきます。

4

デジタル化を含め、時代の変化が激しい中で
人材育成は重要になっていく。朝霞市としても
職員の育成の重要性を認識し、前向きに取り
組んでいると見受けられるので、引き続き人材
育成を進めてほしい。

職員課

　職員の人材育成については、職員研修の見直しや、人事考課制度
を活用することで時代の変化に対応できる職員の育成を図っていま
す。
　今後においても、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、研修
内容や実施方法を工夫するなど、社会情勢やニーズに対応した職員
の人材育成を進めていきます。
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